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1. 研究の背景と目的

全国

地方都市

自治体は , 「空家等対策の推進に関する特別措置法」(2015) に基づき
危険性の高い空き家を「特定空家等」と定め , 空き家の除却 , 修繕を命令

財政難の問題により除却 , 修繕が進まない実態
人材不足により利活用方策の見通しが立ちにくく , 管理不全の状態が続く問題

既往研究 今後の空き家対策の改善のためには , 自治体の人的資源や財政 , 人口規模などの
地域特性を考慮する必要性が述べられている

①空き家率と関係が認められる都市構造や自治体の財政などの
地域特性を利用して , 日本全国の自治体を分類
②分類ごとに空き家率の低減が認められる自治体の取り組みの傾向を明らかにする

目的
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2.　研究の方法

図1　総務統計局による空き家の分類
3.　全国における空き家の増減傾向

4.　都市の属性データを用いた都市分類　

5.　空き家率低減自治体の取り組み傾向
分類ごとに空き家率低減自治体の
空き家対策の傾向を明らかにする

表 1　地域特性を表す 52 の変数　

5)　空き家対策の調査は , 対象市町村HPのキーワード入力検索サービスを利用した。

2003 年と 2023 年の空き家率を比較することで
全国の空き家率の増減傾向を明らかにする

表 1に示す地域特性と空き家率の単相関分析
の結果から , 相関が認められた変数を用いて
主成分分析 , クラスター分析を行うことで
類似する地域特性を持つ市町村を分類する

5)

図 2　過去 20 年における空き家の増減（2003~2023）
表 2　地方ごとの空き家の増減傾向

・全国の過半が三大都市圏
・政令指定都市やその周辺
・熊本県菊陽町
   半導体工場誘致

・地方では 8割を超える
   市町村で空き家率が増高

全国的に空き家率が増加傾向にある一方
三大都市圏と地方の一部の市町村では空き家率が低減している
福崎町や森町のように地域が持つ特性の差は , 空き家率の増減に影響を及ぼしている

3.　全国における空き家の増減傾向
2003 年と 2023 年の両方の空き家率が公開されている
964 市町村を対象に空き家率の増減率を表 2に , その分布を図１に示す

空き家率低減：190 市町村

空き家率増高：774 市町村

兵庫県福崎町
空き家率が最も低減している
化学工場を中心に発展しており
他地域からの転入による
人口増加が低減の要因

空き家率が最も増高している
茶農家の高齢化や , 後継者不足
による廃業が増高の要因

静岡県森町

兵庫県福崎町
( 空き家率増減率：-64.55%)

静岡県森町
( 空き家率増減率：406.01%)

表 4　クラスター分析の結果
空き家率との単相関分析

主成分分析
空き家率と相関が認められた地域特性

地域特性の共通因子の抽出
クラスター分析
地域特性に応じた市町村の分類

表 1に示す 52 変数が得られる 1035 市町村を対象とする

可住地面積率 , 都市計画区域面
積率が高い地域は , 空き家率が
低い傾向にある

4.　都市の属性データを用いた都市分類

表2　単相関分析の結果 表 3　主成分分析の結果

クラスター 4
他のクラスターに比べ「第 1主成分：都市基盤施設・財政の健全性」
「第 4主成分：生活利便施設の充実性」が最も低い値を示している
また ,「第 2主成分：若年人口の漸増性」が高い正の値を示している

「開発可能市町村」

地理的特徴

産業構造・経済・生活環境
産業の中でも観光に関連する
第 3次産業の人口一人当たり
事業所が多い地域で , 空き家率
が高い傾向に , 留保財源が大き
い地域と生活利便性が高い地
域では , 空き家率が低い傾向に
ある

第 1主成分
「都市基盤施設・財政の健全性」

財政が比較的良好
開発が進められた市町村
交通利便性が低く
高齢化が進んだ市町村

高い

低い

第 3主成分

人口に対して宿泊業
飲食サービス業 , 小売業
娯楽業の事業所が多い市町村

高い

「観光を中心とする第 3次産業の集積性」

全ての主成分が正の値を示し , 他のクラスターに比べ ,
「第３主成分：観光を中心とする第 3次産業の集積性」の値が最も高い

「観光等の第３次産業が盛んな市町村」クラスター 1
人口構成・変化

年少人口 , 生産人口の割合が高
い地域や出生などの人口動態が
みられる地域は空き家率が低い
傾向にある クラスター 2 「人口構成・生活安定市町村」

他のクラスターに比べ「第 4主成分：生活利便施設の充実性」が最も
高い値を示し「第 2主成分：若年人口の漸増性」も高い値を示している

クラスター 5
他のクラスターに比べ「第 2主成分 2：若年人口の漸増性」が最も低い

「高齢化進行市町村」

他のクラスターに比べ
「第 1主成分：都市基盤施設・財政の健全性」が最も高い

クラスター 3 「基盤整備された市町村」

「若年人口の漸増性」
第 2主成分

若年層の人口割合が高く
人口の増加がみられる市町村
高齢化による人口減少が
進んでいる市町村

高い

低い

第 4主成分

人口に対して , 郵便局や医療
などの事業所が多い市町村高い

「生活利便施設の充実性」

4.710

4.855

1.412
0.586 -0.937

空き家率と , 地域特性を示す 52 の変数のうち空き家
率を除く 51 の変数 ( 最新値 ) との単相関分析を行った

空き家率と一定の相関が認められる有意確立 0.01
未満かつ相関係数が 0.４以上の２３変数を用いた

( 表 2)

( 表 3)

( 表 4)
主成分分析で算出した 4つの共通因子の主成分得点を用いた

表 5　空き家率の低減が認められた市町村の空き家対策

5.　空き家率低減自治体の取り組み傾向
クラスターごとに空き家率が最も低減している三大都市圏と地方の 7市町村を対象に空き家対策を調査した ( 表 5)
クラスター 2「観光等の第 3次産業が盛んな市町村」に分類され , 空き家率の低減が確認できる市町村は存在しなかった

全国傾向
「空き家化抑制」：条例や計画の策定　　   「流動化」：空き家バンクの設置

管理されていない建物を老朽危険建物と指定し
所有者へ適正な管理を依頼

クラスター１：観光等の第 3次産業が盛んな市町村
                                                                ( 長野県軽井沢市 )

空き家の改修による移住・定住の促進や
地域向けの交流スペースへの展開など
補助金を給付する空き家対策

クラスター 3：基盤整備された市町村
                                                                ( 茨城県つくば市 )

クラスター 4：開発可能都市
                                      ( 愛知県幸田市・兵庫県福崎市 )
補助金制度より空き家の管理を怠らないことや
一定の区域を集中的に管理するなどの
対策が取り組まれている

クラスター 5：高齢化進行市町村
                                      ( 奈良県平群町・福岡県鞍手町 )
空き家の解体費用の補助による空き家の除却や
公営住宅の修繕 , 空き家のリフォーム工事費用の
補助により移住者を増やす対策が取り組まれている

空き家を居住以外の用途に利活用する対策や
空き家の取得により農地の下限面積を緩和する対策
移住者の空き家取得を推奨する対策など補助金交付
の条件とその対象がクラスターごとに異なっている三大都市圏

空き家の維持管理を中心とした対策
地方都市
空き家の利活用促進に関する対策

空き家の管理者・取得者による活用を促進するための支援策利活用促進：
老朽化など , 適正に管理されていない空き家を管理する政策維持管理：
解体費補助による空き家の解体解体：
空き家バンクといった既存空き家を流通させるための政策流動化：
空き家の増加を抑制するため計画や条例を策定すること空き家化抑制：

空き家対策

6.　総括

全国的に空き家率が増高している一方 , 三大都市圏と近畿地方を中心と
した一部の市町村では , 空き家率が低減していることが明らかになった

1035 市町村を「観光等の第 3次産業が盛んな市町村」
「人口構成・生活安全市町村」,「基盤整備された市町村」
「開発可能市町村」,「高齢化進行市町村」の 5つに分類した

三大都市圏
人口増加による住宅ストック確保のため
空き家の維持管理に関する対策を講じている

地方都市
移住者を招くことや空き家を地域の拠点に転用するなど所有者や地域
住民が空き家を利活用するための助成金や規制緩和を講じている

自治体の空き家対策

対策の有効性を明らかにするため分類内の空き家率低減市町村と
空き家率増高市町村の空き家対策を比較する
空き家対策の実行後 , 空き家率が低減した市町村を確認する
数値データでは確認が難しい地域的要素を考慮する

空家等対策計画や適正管理に関する条例の策定による空き家化の抑制
空き家バンクの設置 , 空き家の改修・解体費の補助といった
全国的に画一的な傾向が確認できた

全国における空き家の増減傾向

都市の属性データを用いた都市分類

空き家率低減自治体の取り組み傾向

今後の課題


